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山鳥坂ダムでは、山鳥坂ダム建設事業に伴う付替県道工事を行っている。その付替県道の一

部である見の越トンネルの工事において、掘削ズリから自然由来の重金属等が確認された。自

然由来の重金属等は土壌汚染対策法1)や県の条例2)により適切な処理を行うことが求められてい

る。本論文では自然由来の重金属等における対応について報告する。 
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1.  はじめに 

 肱川は、愛媛県西南部に位置し、その源を愛媛県西予

市の鳥坂峠（標高460m）に発し、途中、小田川、河辺川

など数多くの支流を合わせながら、大洲盆地を貫流して、

伊予灘に注ぐ一級河川である。 

 また、肱川流域の大部分は約200万年の間に隆起して

形成された四国山地に属するが、肱川は、四国山地が形

成される以前から存在し、山地の隆起とともに下方侵食 

によって現在の河道が形成された全国的にも珍しい先行

性河川である。このため流域の大部分を山地が占める割

には河床勾配が緩くなっている。 

山鳥坂ダムは、この肱川の支川を流れる河辺川に建設

する重力式コンクリートダムであり、洪水調節と流水の

正常な機能の維持を目的としている。 

現在、山鳥坂ダム建設事業では主に付替県道や工事用

道路の整備を行っている。その付替県道である見の越ト

ンネル工事において、トンネル掘削ズリの一部分に基準

値を超える自然由来の重金属等（以下、「重金属等」と

いう。）が含まれていることが確認された。本論文では、

その重金属等の処理において適切に対応したことをその

経緯をふまえて記述する。 

 

 

図-1 山鳥坂ダム位置図 

2. 見の越トンネルの概要 

 山鳥坂ダム建設事業では、河辺川沿いを走る県道がダ

ム建設により水没するためダム本体の建設、地域住民の

生活再建に向けて県道の付替工事を行っている。 

見の越トンネルはこの山鳥坂ダム建設事業における付

替県道の一部であり、上鹿野川地区と見の越地区を結ぶ

トンネル延長が2128mのトンネルである。 

見の越トンネル周辺においては、有害物質を扱う工場

は無く、また事前の文献調査においても重金属等が確認

されていなかったことから重金属等を対象とした分析は

行っていなかった。しかし、令和2年4月8日に近隣で施

工されているトンネル工事において掘削ズリからヒ素が

検出されたことから、本工事においても掘削ズリの分析

を行った結果、一部の掘削ズリにおいてフッ素が基準値

を超過していることが確認され、対策が必要となった。 

 

図-2 山鳥坂ダム建設事業平面図 

3. 土壌汚染対策法1)と県条例2)について 

 近年、有害物質による土壌汚染事例の判明件数が著し

く、土壌汚染による健康影響の懸念や対策の確立への社

会的要請が高まっている。そのため、国民の安全と安心

ダムサイト精査中 



の確保を図るため、土壌汚染対策の状況の把握、土壌汚

染による人の健康被害の防止に関する措置等の土壌汚染

対策を実施することを内容とする土壌汚染対策法1)が平

成14年5月22日に制定された。この土壌汚染対策法1)の第

4条においては、一定規模以上の土地の形質変更を行う

場合であって、形質変更する面積が3000㎡以上の場合に

は、当該形質の変更をしようとする土地の所在地等を知

事に届け出る必要があるが、見の越トンネルの形質変更

の面積では一定規模未満であったことから届け出の対象

とはならなかった。  

一方、愛媛県の条例2)の第7条（土砂基準に適合しない

土砂等による土砂等の埋立て等の禁止等）において、

「何人も、土砂基準に適合しない土砂等を使用して土砂

等の埋立て等をし、又は土砂基準に適合しない土砂等を

使用する土砂等の埋立て等の用に供するために土地を提

供してはならない。」とあり、その趣旨を踏まえ、自主

的な対応として対策を行うこととした。 

4.重金属等の対応 

(1)飲用井戸調査 

 土壌汚染は、揮発性有機化合物や重金属等の不適切な

取扱いによる漏出や、これらの物質を含んだ排水が地下

に浸透することが主な原因となって引き起こされると考

えられている。 

 土壌は、いったん汚染されると、有害物質が蓄積され

汚染が長期にわたるという特徴がある。土壌汚染による

影響として、汚染土壌から溶出した有害物質で汚染され

た地下水を飲用するリスクと、汚染された土壌に直接触

れたり、口にしたりする直接接種によるリスクが考えら

れる。 

汚染土壌から溶出した有害物質で汚染された地下水を

飲用するリスクについての調査は「土壌汚染対策法に基

づく調査及び措置に関するガイドライン（第3版）3)」に

基づき、周辺で地下水の飲用等がある場合を考える必要

がある。また、「地下水汚染が生じているとすれば地下

水汚染が拡大するおそれがあると認められる区域」、つ

まり特定有害物質を含む地下水が到達し得る範囲を考え

る必要がある。この範囲については、特定有害物質の種

類やその場所における地下水の流向・流速に関する諸条

件により異なるものではあるが、本案件については「土

壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライ

ン（第3版）3)」を参考にし、地下水汚染が到達すると考

えられる250mを範囲とした。 

この範囲において周辺住民への影響の有無を迅速に確

認する必要があることから、見の越トンネルの掘削ズリ

の搬出先周辺に飲用井戸が無いかの確認を行った。そし

て、周辺に飲用利用がされている井戸があるかどうかに

ついて速やかに調査を行い、影響のある飲用井戸は無い

ことを確認した。 

 

(2)処理方針の検討 

a)全国的な対応状況 

重金属等について、その処理方法はさまざまで、遮水

工封じ込め、不溶化工法、吸着層工法、固化工法などが

ある。ここではその全国的な対応の例を紹介する。 

A県Bトンネルにおいては、掘削ズリの一部で溶出量基

準を超過したことが確認された。そのため、技術検討会

による処理・処分方針に従い施工を行っている。方針と

して①試料採取（先進ボーリングによる）②溶出量試験

及び含有量試験を行う③土壌溶出量基準、第二溶出量基

準、土壌含有量基準に基づき判定を行っている。また、

試験頻度についてはボーリングを100m/1回、10m程度を1

区間として実施している。基準値を超過した重金属等の

対策については道路盛土への遮水工封じ込めを採用して

いる。 

 
図-3 遮水工封じ込めの概要 

 

 

C県Dトンネルにおいては、A県Bトンネルと同様な経緯、

処理方針ではあるが基準値を超過した重金属等の対策に

ついては管理型盛土として運搬処理を行っている。 

 

図-4 管理型盛土の構造 

 

b)有識者を交えた打ち合わせにおける重金属等の処理方

針 

 重金属等の処理にあたり、愛媛県環境部局との協議を

行い、その処理方針を有識者を交えて検討することとし

た。有識者との打合せにおいては、全国で行われている

重金属等対策として７工法（①遮水工封じ込め（二重遮

水シート）②不溶化工法③掘削除去（管理型処分場）④

転圧による雨水浸透低減⑤遮水工封じ込め（ベントナイ

ト混合土）⑥不溶化およびベントナイト混合土による封

じ込め⑦底面遮水工）のメリット・デメリットを説明し、

見の越トンネルの搬出先の処理方針について議論を行っ

た。 

 

 

出典：自然的原因による有害物質を含むトンネル掘削ずりの土捨て場管理について 

出典：トンネル工事で発生する重金属等含有掘削土砂対策について 



c)処理方針の決定 

 前述の有識者を交えた打ち合わせでの意見を考慮し、

重金属等の処理方針について施工性や管理面、コストな

どを総合的に評価し決定した。７つの対策工のうち④転

圧による雨水浸透低減以外については了解を得ていたが、

②不溶化工法についても対策後にどのような反応を示す

か不明な部分があるため推奨しないとの意見があった。

この結果及び、現場の施工ヤードに制限があることを踏

まえて、重金属等の処理には⑦底面遮水工を用いること

とした。また、底面遮水工の遮水方法については、重金

属等を処理する場所が狭隘な地形であり、この制約下で

の施工を考慮し、ベントナイト混合土を用いることとし

た。 

底面遮水工の範囲

算を行った上で決定する。

沈砂池

（水質モニタリング）

【底面遮水工＋覆土 イメージ図

当面、赤ハッチ部分を先行して着手するが、

順次範囲を拡大し、沈砂池に接続する。

 
図-5 底面遮水工及び覆土 イメージ図 

 

(3)マスコミ及び地元への周知方法 

 重金属等においては、健康に影響があることなどから

社会的関心が高まってきており、検出結果や対策につい

ては早急に周知することが求められた。当事務所におい

ては重金属等における検出結果や対策について、地元住

民に対し、職員により各戸へチラシ配布を行い、重金属

等による影響に対する心配の払拭に努めた。なお、マス

コミに対しても適時的確に記者発表を行い事務所HPにも

掲載することで重金属等の対応の経緯が分かるように情

報提供を行った。 

5. 現場対応 

(1)施工にあたっての留意点 

 底面遮水工の施工にあたっては管理型処分場など広大

な土地における場合が多く、本案件のように狭隘な谷地

形での施工という事例はあまり存在しない。ベントナイ

ト混合土の敷設に関しては、重金属等の基準値を超過し

た掘削ズリにおける雨水の地下への浸透を防ぐため底面

部だけでなく斜面への敷設も必要となってくる。しかし、

本案件においては斜面が急峻であり単にベントナイトを

敷設することは難しい。また、ベントナイト混合土につ

いて与条件として透水係数が1×10-8m/sとなるように配

合・転圧を行い、層厚が50cm以上必要であるという条件

もあるため、ベントナイト混合土については敷設を行う

際に工夫が必要となってくる。よって、ベントナイト混

合土の斜面に対する盛り方については下記の通りとした。 

① 斜面部に機械転圧できる幅を確保してベントナイト

混合土の腹付け盛土（法面勾配は1:1.5）を行う 

② 腹付けしたベントナイト混合土の層厚を50cm以上確

保した上で不要部分を撤去（掘削勾配は1:1.5）し、

受け入れ容量を確保するとともに撤去したベントナ

イト混合土はストックして次の段階の腹付け盛土に

流用する。 

③ 無処理土を盛土する 

④ ①と同様に斜面部に機械転圧できる幅を確保してベ

ントナイト混合土の腹付け盛土を行う（以下繰り返

し） 

また、施工時の留意点として以下の通りとした。 

・地形や斜面状況等の現場条件により層厚が50cm以上と

なる場合がある。 

・地山から湧水が認められた箇所については適宜排水工

を追加する。 

・敷設が完了したベントナイト混合土上は、直接重機が

走行しないようにすること。重機が走行する範囲は、対

象土による覆土もしくは敷き鉄板をし、遮水層を乱さな

いようにすること。 

・締固め度は路体相当で良いが、締固め管理は十分に行

うこと。 

・長期にわたって施工がストップするような事態が生じ

た場合は、覆土あるいはシート養生を行うこと。 

 

(2)ベントナイトの管理について 

 ベントナイトとは、粘土鉱物であるモンモリロナイト

を主成分とする岩石である。このベントナイトの主成分

であるモンモリロナイトには水を吸収すると元の体積の

何倍にも膨らむといった特徴的な性質がある。そのため、

管理時にはなるべく水を吸水しないように屋根付きの倉

庫で保管し、現場においては雨天時にブルーシートをか

けるなどの管理を行っている。また、現場ではベントナ

イトに母材（砕石）を混ぜて使用するため、砕石の含水

比についても管理を行っている。 

 

 

写真-1 ベントナイト（左側）及び母材（右側） 



 

写真-2 ベントナイト混合土作成状況 

 

(3)今後の進め方 

 今後のトンネル掘削にあたっては、あらかじめ掘削予

定の地山にて重金属等の有無を確認した上で掘削するこ

ととした。方法としてはトンネルを掘削する区間におい

て先行ボーリングを行い、土壌調査を行うことにより事

前に重金属等が掘削ズリに含まれているかの確認を行う。

土壌調査の調査方法は下記に示す通りとする。 

分析項目：重金属等29項目※、検液のpH・電気伝導度 

※複数区間で土壌調査で重金属等が確認されなかった場

合は、有識者の意見を踏まえて自然由来で検出しえない

項目は除き8項目まで減じることとする。 

分析資料：10m毎の中間点から10試料を混合した試料 

調査方法： 

1. 先行ボーリングを行い5000㎥毎に分析を行う。 

2. 試料は、10m毎の中間点の試料を採取し混合する。 

3. この混合試料で基準値を超える場合は、10m単位で

1m毎の試料を10点混合した試料で再度調査を行い、

基準値を超える範囲を確認する。 

4. 先行ボーリングの本数については既存の地質調査で

地層の走向傾斜が掘進方向に直交している区間にお

いては1本のボーリングとする。なお、走行傾斜が

掘進方向と併走する区間においては、切羽の状況を

観察した上で2本とする。 

 

(4)水質モニタリング調査 

見の越トンネルの掘削ズリの搬出場所周辺への影響は

現時点では確認されていないが、経時変化により重金属

等が溶出しないかどうかを定期的にモニタリングするこ

ととしている。 

モニタリング項目については基準値を超過した重金属

等（ヒ素、フッ素）及び土壌調査において基準値内では

あったものの確認された重金属等（六価クロム、セレン、

ホウ素）を加えた5項目及びpH、電気伝導率の7項目とす

る。また、モニタリングの頻度及び期間については下記

の通りとする。ただし、モニタリングの頻度及び期間に

ついては土壌汚染対策法施行規則第42条の2に示された

封じ込め・不溶化措置の完了報告事項に準じるものとし

た。 

 

モニタリング頻度 1年目：毎月実施 

         2年目：毎月実施 

         3年目：1年に4回以上 

 

また、モニタリング頻度については、モニタリングの

結果及び有識者等の意見を踏まえて以下の見直しを行う

こととしている。 

・1年目から2年目までにあっては、1年に4回以上のモ

ニタリング頻度に減じることが出来る 

最後にこのモニタリングの完了時期については, 「土
壌汚染対策法1)の一部を改正する法律による改正後の土

壌汚染対策法の施行について」（環水大土第1903015号 

平成31年3月1日、環境省水・大気環境局長通知）に示さ

れる、「地下水の水質の測定を5年以上継続して実施し

ており、かつ、直近の2年間において年4回以上実施して

おり、今後、地下水基準に適合しないおそれがないこと

が確認できた場合にあっては、当該措置の完了を報告す

ることができることとした。」を参考とすることとした。 

6. 終わりに 

 見の越トンネルの重金属等の対応を通して、地元住民

の環境に対する関心の高さを感じ、公共事業を進める中

で事前調査の重要性をあらためて認識した。今回の対応

にあたっては、愛媛県環境部局、有識者の方々の指導・

助言により適切な対応ができたと考えている。今後も山

鳥坂ダム建設事業の推進にあたっては、関係機関との協

議を適切に行い周辺環境への影響をできる限り抑えなが

ら進めていきたい。 
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